
千円 千円 千円

3,756,987 3,756,521 466

3,663,924 3,657,400 6,524

3,479,130 3,465,773 13,357 基本料金及び従量料金

8,520 8,520 0 給水装置の修繕等の受託工事による収入

176,274 183,107 △6,833 下水道事務取扱等の収入

93,061 99,119 △6,058

105 359 △254 預金利息の収入

1,045 △155 児童手当他会計補助金

2,162 1,096 1,066 水道施設損傷弁償金その他の収入

0 6,694 △6,694 消費税及び地方消費税還付金

89,749 △21 長期前受金戻入（減価償却）

2 2 0

1 1 0

1 1 0

千円 千円 千円

3,646,662 3,620,333 26,329

3,523,227 3,486,677 36,550

1,995,955 1,993,038 2,917

422,980 425,366 △2,386

15,786 12,790 2,996

190,063 188,089 1,974

216,997 204,406 12,591 水道事業の総括的な管理に要する費用

654,806 634,493 20,313 固定資産の減価償却費

26,640 28,495 △1,855 固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗費

120,433 130,655 △10,222

85,501 93,689 △8,188 企業債及び一時借入金に対する支払利息

1,850 550 1,300 その他雑費用

33,082 36,416 △3,334 消費税及び地方消費税

2 1 1

1 1 0

1 0 1

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

総 係 費

予 備 費

配水管等浄水の配水に係る設備及び給水装置に付属す
るメータその他の設備の維持に要する費用

配 水 及 び 給 水 費

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

水道料金の調定及び収納に要する費用

受 託 工 事 費

消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

資 産 減 耗 費

３

予 備 費

１

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

水 道 事 業 費

３

１

２

２

特 別 損 失

営 業 外 費 用

５

３

２

１ 過 年 度 損 益 修 正 損

他 会 計 補 助 金２

１

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

業 務 費

消 費 税 還 付 金

固 定 資 産 売 却 益

雑 収 益

４

３

比 較 増 減 備　　　　　　　考

1,200

そ の 他 営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

１

７

３

２

１

款　･　項　･　目

給 水 収 益

１

89,770

支　　出
備　　　　　　　考

取水及び給水に要する動力費並びに取水配水施設の維
持に要する費用

給水装置の新設、改造増設、撤去、修繕等の受託工事
に要する費用

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益１

２

受取利息及び配当金

収　　入

収益的収入及び支出

平成29年度　武蔵野市水道事業会計　予算実施計画

款　･　項　･　目

１

２

１

６

５

４

３

２

１

４

本年度予定額 前年度予定額
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千円 千円 千円

12,985 35,818 △22,833

1 1 0

1 1 0 不用固定資産の売却代金

12,984 35,817 △22,833

12,984 35,817 △22,833 消火栓移設等その他の受託工事等に伴う工事負担金

千円 千円 千円

843,357 900,161 △56,804

539,831 604,823 △64,992

52,946 55,239 △2,293 水道施設改良工事に要する費用

358,110 429,790 △71,680

117,960 107,624 10,336 水源施設及び浄水場改良工事に要する費用

10,815 12,170 △1,355 資産購入に要する費用

302,526 294,338 8,188

302,526 294,338 8,188 企業債年賦償還本年度元金償還額

1,000 1,000 0

1,000 1,000 0

原 水 及 び 浄 水 施 設
改 良 工 事 費

営 業 設 備 費

固 定 資 産 売 却 代 金

負 担 金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

事 務 費

配 水 施 設 費

１

１

４

３

２

１

１

款　･　項　･　目

配水管、補助管等の新設及び改良に要する費用並びに
消火栓の新設等受託工事に要する費用

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考

備　　　　　　　考本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

資 本 的 収 入

支　　出

款　･　項　･　目

資本的収入及び支出

収　　入

１

１

予 備 費３

企 業 債 償 還 金２

建 設 改 良 費１

資 本 的 支 出１

固 定 資 産 売 却 代 金１

負 担 金２

水道事業会計
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 67,265

　　　減価償却費 654,806

　　　資産減耗費 26,640

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4,979

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 28,238

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 1,921

　　　長期前受金戻入額 △ 89,749

　　　受取利息及び受取配当金 △ 105

　　　支払利息 85,501

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 184,229

　　　未払金の増減額（△は減少） 172,981

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 336

　　　　小計 701,478

　　　利息及び配当金の受取額 105

　　　利息の支払額 △ 85,501

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 616,082

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 505,285

　　　補助金、負担金等による収入 12,857

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 492,428

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 302,526

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 302,526

資金増減額（△は減少） △ 178,872

資金期首残高 1,439,831

資金期末残高 1,260,959

平成29年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
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１　総 括 （千円）

一般職（人）

（2）
4
（2）
22

（2）
△ 2
（2）
△ 1

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

（千円）

　　　種別 扶　養 地　域 住　居 管理職 通　勤 超過勤務 特殊勤務 管理職員特 期末勤勉 児　童

区分 手　当 手　当 手　当 手 　当 手　当 手    　当 手　   当 別勤務手当 手 　   当 手　当

本年度 3,774 20,054 1,620 5,242 2,966 8,705 162 108 59,538 1,980 104,149

前年度 4,409 18,855 1,620 4,204 3,124 8,119 198 88 54,313 1,920 96,850

比　 較 △ 635 1,199 0 1,038 △ 158 586 △ 36 20 5,225 60 7,299

なお、平成29年度において、退職手当として28,238千円を支給するため、退職給付引当金28,238千円を使用する。

職員手当等の内訳

本
年
度

比

較

前
年
度

給　　　料

7,849

△ 760

7,089

9,420

0

9,420

120損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　計

資本勘定支弁職員

24,600

109,221

平成29年度武蔵野市水道事業給与費明細書

計報　　酬

職　員　数

特別職（人）
法 定 福 利 費 合         計

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費
区           分

職 員 手 当 等

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

合　　　　　計

合　　　　　計

損益勘定支弁職員 226,36038,32586,02592,4709,540

50,230

17

276,590

210,930

8,266

46,591

39,72477,165

104,149

18,12423,840

116,310

84,621

0

9,540

52,800

263,730

15,430

△ 2,570

12,860

△ 1,399

△ 249

△ 1,648

188,035

41,964

229,999

171,206

44,285

215,491

16,829

△ 2,321

14,508

8,515

48,239

7,299

△ 1,561

8,860

96,850

19,685

計

0

120

3 18

0

3

3

0 6

233

10

0

0

-
 4
9
1
 -



２　給料及び職員手当等の増減額の明細

区　　分 増減額
千円 千円

給    料 7,089 給与改定に伴う 0
増減分 区　分

前年度

昇給に伴う 2,247
増加分

昇給期 職員数

７月 21人

その他の増減分 4,842

区　　分 その他 　　　計

人 人

前年度

比　 較

24

23

1

本年度

0.00%

在職する職員

　　　　　　　　　　　　備　　　　　　　　　　　　　　　　考　増減事由別内訳 　説　　　　　明

職員数の異動状況

昇給期別職員数

給与改定の状況

改定率

-

実施時期

24

23

1

-
 4
9
2
 -



区　　分 増減額
千円 千円 千円

職員手当等 7,299 制度改正に伴う 4,590 扶養手当 △ 635

増減分 期末勤勉手当 5,225 本 年 度 前 年 度

配偶者 千円 千円

子 3,774 4,409

欠配第１子

特定期間の子加算額

その他１人につき

夏

冬

その他の増減分 2,709 地域手当 1,199
住居手当 0 本 年 度 前 年 度

管理職手当 1,038 千円 千円
管理職員特別勤務手当 20 20,054 18,855

特殊勤務手当 △ 36
超過勤務手当 586
通勤手当 △ 158 1,620 1,620

児童手当 60
 部長・担当部長

    　 102,800円

 課長・担当課長

        84,000円

162 198

8,705 8,119

  交 通 機 関 等 利 用

  交通用具利用
（自動車・自転車）

３歳未満　

３歳以上小学校修了まで
（第１子、第２子）

３歳以上小学校修了まで
（第３子以降）

小学校修了後中学校修了まで

108 88

部長及び部長相当職

35歳未満で賃貸住宅に居住する世帯
主、又は世帯主に準ずる者
     　　　　15,000円

手
当

管
理
職

参事   93,500円

5,242 4,204

課長及び課長相当職 副参事 75,100円

地　域　手　当

16

100
（給料+扶養手当+管理職手当）×支給率

通
勤
手
当

６か月定期等

部長職12,000円（平日深夜6,000円）

特　殊　勤　務　手　当 ２種類　

超  過  勤  務  手  当

住　居　手　当

管理職員特別勤務手当
課長職10,000円（平日深夜5,000円）

2,966 3,124
距離に応じて支給

児
童
手
当

15,000円

1,980 1,920
10,000円

15,000円

10,000円

種　　　別 支  　給  　額  　等
 金 　　額 

 6,000 円

期
末
勤
勉
手
当

2.125 月

59,538 54,313

2.275 月

　増減事由別内訳 　説　　　　　明 　　　　　　　　　　　             　備　　　　　　　　　　　　　　　　考

種　　　別 支  　給  　額  　等
 金 　　額 

扶
養
手
当

10,000 円(課長級職員8,000円)

 7,500 円

 4,000 円

 10,000 円

-
 4
9
3
 -



３　給料及び職員手当等の状況

 （１）職員１人当たり給与　

 （２）初　任　給

51歳

142,000円

182,700円

事 務 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

52歳４月

503,220円平成27年11月１日現在

平成28年11月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均給与月額

平　均　年　齢

区

平　均　年　齢

398,000円

平均給料月額

分

385,450円

478,160円

区   　　　分 事 務　・ 技 術 職 技 能 労 務 職

一  般  行  政　職

一  般  会  計  の  制  度

技  能  労  務　職

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

143,000円

156,100円

182,700円

142,000円143,000円

156,100円

-
 4
9
4
 -



 （３）級別の標準的な職務内容及び級別職員数

級 級

　部長の職務又はこれに相当する職務 ５級 2 人 9.1 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ４級 2 9.1

　課長補佐の職務

　係長又は主査の職務 11 50.0 ３級 0 0.0

　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能 (2) (100.0) (0) (0.0)

　又は経験を必要とする業務を行う職務 4 18.2 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

3 13.6 0 0.0

(2) (100.0) (0) (0.0)

22 100.0 0 0.0

　部長の職務又はこれに相当する職務 ５級 2 人 8.7 ％ 人 ％

　課長の職務又はこれに相当する職務 ４級 2 8.7

　課長補佐の職務

　係長又は主査の職務 14 60.9 ３級 0 0.0

　技能長又はこれに相当する職務

　主任、技能主任の職務、高度の知識若しくは技能 (0) (0.0) (0) (0.0)

　又は経験を必要とする業務を行う職務 3 13.0 0 0.0

(0) (0.0) (0) (0.0)

2 8.7 0 0.0

(0) (100.0) (0) (0.0)

23 100.0 0 0.0

※（　）は再任用短時間勤務職員で外書き

平成27年11月１日現在

３級

２級 ２級

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と
　する業務を行う職務
　技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

１級 １級

計

区　　　　　　　　　分
構成比

技　能　労　務　職

平成28年11月１日現在

　定型的な業務、相当高度の知識又は経験を必要と
　する業務を行う職務
　技能労務職２級又は３級に属さない職員の職務

１級１級

職員数構成比

事　務　・　技　術　職

２級

標　準　的　な　職　務　内　容

３級

２級

職員数

計-
 4
9
5
 -



(４）特殊勤務手当

0 ％ 　％

0 ％ 　％

危険業務・緊急出動

（５）期末手当･勤勉手当

(1.075) 月分 (1.225) 月分 (2.30) 月分

2.125 2.275 4.40

(1.050) (1.200) (2.25)

2.075 2.225 4.30

(1.075) (1.225) (2.30)

2.125 2.275 4.40

（６）定年退職及び勧奨退職(特例退職）に係わる退職手当

　　区　　　　　分 備　　　考

月分 月分 月分 月分

支 給 率 等

一般会計の制度

( 支 給 率 等 ）

45.0

45.0

31.5

31.523.5

23.5

　　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率（平成28年11月１日現在）

支給対象特殊勤務手当の名称

20年勤続の者 25年勤続の者

６月 12月

支　給　期　別　支　給　率

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

区　　　　分

※ （ ） は 再 任 用 職 員 の 支 給 率

35年勤続の者 最高限度

事　務　･　技　術　職

0

0

支　給　率　計

全　　　職　　　種

　職制上の段階、職務の
　級等による加算措置

有

　　　特　例　措　置

有

　　　（２％～20％加算）

　　　定年前早期退職

　　　特　例　措　置

　　　（２％～20％加算）

有

　その他の加算措置等

　　　定年前早期退職

45.0

45.0

技　能　労　務　職

備　　　　　　　　考

-
 4
9
6
 -



 （７）その他の手当

     区                      分    一般会計の制度との異同     差    異    の    内    容

     扶     養     手     当          同               一

     地     域     手     当          同               一

     住     居     手     当          同               一

     通     勤     手     当          同               一

-
 4
9
7
 -



（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

249,484 105,797

ハ 22,667,265

9,432,141 13,235,124

ニ 4,411,753

2,709,825 1,701,928

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 123,260

116,227 7,033

15,272,434

(2)

イ 73

ロ 3

76

15,272,510

２

(1) 1,260,959

(2) 699,129

5,440 693,689

(3) 1,172

1,955,820

17,228,330

土 地

平成29年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成30年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
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（単位　千円）

３

(1)

イ 3,075,562

3,075,562

(2)

イ 418,887

418,887

3,494,449

４

(1)

イ 311,001

311,001

(2) 649,460

(3)

イ 18,989

18,989

(4) 134,435

1,113,885

５

3,924,427

2,018,135

1,906,292

6,514,626

６ 7,692,512

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 0

ロ 1,898,825

ハ 736,110

ニ 369,791

3,004,726

3,021,192

10,713,704

17,228,330

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1) 3,221,417

(2) 8,333

(3) 165,343 3,395,093

２

(1) 1,851,814

(2) 393,197

(3) 15,383

(4) 176,965

(5) 211,784

(6) 654,806

(7) 26,640 3,330,589

64,504

３

(1) 105

(2) 1,045

(3) 2,080

(4) 89,749 92,979

４

(1) 85,501

(2) 1,717 87,218

５ 3,000 3,000 2,761

67,265

６

(1) 1

(2) 1 2

７

(1) 1

(2) 1 2 0

67,265

0

302,526

369,791

そ の 他 の 営 業 収 益

平成29年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（当年度分）

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

特 別 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

経 常 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他の未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 194,971

　　　減価償却費 634,493

　　　資産減耗費 28,495

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,628

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 92,951

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 130

　　　長期前受金戻入額 △ 89,770

　　　受取利息及び受取配当金 △ 107

　　　支払利息 93,689

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 191,003

　　　未払金の増減額（△は減少） 165,660

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 2,805

　　　　小計 751,040

　　　利息及び配当金の受取額 107

　　　利息の支払額 △ 93,689

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 657,458

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 525,563

　　　補助金、負担金等による収入 24,951

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 500,612

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 294,338

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 294,338

資金増減額（△は減少） △ 137,492

資金期首残高 1,577,323

資金期末残高 1,439,831

平成28年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（前年度分）

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 355,281

241,586 113,695

ハ 22,199,135

8,909,931 13,289,204

ニ 4,400,937

2,585,416 1,815,521

ホ 10,470

9,946 524

ヘ 123,260

115,938 7,322

15,448,294

(2)

イ 73

ロ 4

77

15,448,371

２

(1) 1,439,831

(2) 514,900

10,419 504,481

(3) 1,136

1,945,448

17,393,819資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

土 地

平成28年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成29年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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（単位　千円）

３

(1)

イ 3,386,563

3,386,563

(2)

イ 447,125

447,125

3,833,688

４

(1)

イ 302,526

302,526

(2) 476,479

(3)

イ 17,068

17,068

(4) 134,435

930,508

５

3,911,570

1,928,386

1,983,184

6,747,380

６ 7,692,512

７

(1)

イ 16,466

16,466

(2)

イ 0

ロ 1,898,825

ハ 549,327

ニ 489,309

2,937,461

2,953,927

10,646,439

17,393,819

企 業 債

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

建 設 改 良 積 立 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

水道事業会計
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（単位　千円）

１

(1) 3,184,035

(2) 7,275

(3) 171,244 3,362,554

２

(1) 1,796,570

(2) 331,826

(3) 11,067

(4) 172,977

(5) 189,141

(6) 634,493

(7) 28,495 3,164,569

197,985

３

(1) 107

(2) 1,045

(3) 1,341

(4) 89,770 92,263

４

(1) 93,689

(2) 1,588 95,277 △ 3,014

194,971

５

(1) 1 1

６

(1) 1 1 0

194,971

0

294,338

489,309当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他の未処分利益剰余金変動額

特 別 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

受 託 工 事 収 益

平成28年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益
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水道事業会計

注記 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品 先入先出法による原価法による。 

 ２  固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く。） 

(1) 減価償却の方法 

    有形固定資産 定額法による。 

    水道事業の取替資産（メータ） 取替法による。 

(2) 主な耐用年数 

    建物         10～ 50年  

    構築物       10～ 60年  

    機械及び装置    10～ 20年  

    メータ         ８年  

    車両及び運搬具   ３～５年 

    工具器具及び備品  ２～５年 

 ３  引当金の計上方法 

(1) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不

能見込額を計上している。 

(2) 賞与引当金 

    職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

(3) 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の

要支給額に相当する金額を計上している。 

    なお、一般会計が負担すると見込まれる退職手当に係る引当金の計

上はしていない。 

 ４  消費税及び地方消費税の会計処理 

   税抜方式によっている。 

Ⅱ セグメント情報の開示 

 １  報告セグメントの概要 

   当企業は、水道事業のみを運営しているため、「水道事業」のみを報

告セグメントとしている。 
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 ２  報告セグメントの営業収益等 

   当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略してい

る。 

Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

 １  リース取引の処理方法 

(1) リース料総額が300万円超のファイナンス・リース取引 

    通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

(2) リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

    なお、リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

 ２  リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

Ⅳ 予定貸借対照表に関する注記 

  引当金の取崩しに関する事項 

(1)  賞与引当金の取崩し 

    平成 28年度において期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む）とし

て26,052千円を支給することとなったため、賞与引当金16,938千円を

取り崩し、平成29年度において33,124千円を支給することとなったた

め、賞与引当金17,068千円を取り崩した。 

(2)  退職給付引当金の取崩し 

    平成 28年度において退職手当として92,951千円を支給することとな

ったため、退職給付引当金92,951千円を取り崩し、平成29年度におい

て28,238千円を支給することとなったため、退職給付引当金28,238千

円を取り崩した。 

(３)  貸倒引当金の取崩し 

    平成 28年度において債権の不納欠損による損失5,791千円を処理す

るため、貸倒引当 金 5,791千円を取り 崩し ､平成 29年度に おいて損失

10,419千円を処理するため、貸倒引当金10,419千円を取り崩した。 

Ⅴ 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項なし 
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